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短答式試験問題集

［民法・商法・民事訴訟法］
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【以下の問題の解答に当たっては，国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約）の

適用を考慮する必要はない。】

［民法］

〔第１問〕（配点：２）

意思表示に関する次の１から４までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものはどれ

か。（解答欄は，［№１］）

１．Ａは，その所有する甲土地についてＢと仮装の売買契約を締結し，その旨の所有権移転登記

をした。その後，Ｂがこの事情を知らないＣに甲土地を売却した場合，ＢからＣへの所有権移

転登記がされていないときでも，Ａは，Ｃに対し，ＡＢ間の売買契約の無効を主張することが

できない。

２．Ａは，その所有する甲土地についてＢと仮装の売買契約を締結し，その旨の所有権移転登

記をした。その後，Ｂがこの事情を知らないＣから５００万円を借り入れたが，その返済を

怠ったことから，Ｃが甲土地を差し押さえた場合，甲土地の差押えの前にＣがこの事情を知

ったとしても，Ａは，Ｃに対し，ＡＢ間の売買契約の無効を主張することができない。

３．Ａの代理人であるＢは，その代理権の範囲内でＡを代理してＣから１０００万円を借り入

れる旨の契約を締結したが，その契約締結の当時，Ｂは，Ｃから借り入れた金銭を着服する

意図を有しており，実際に１０００万円を着服した。この場合において，Ｃが，その契約締

結の当時，Ｂの意図を知ることができたときは，Ａは，Ｃに対し，その契約の効力が自己に

及ばないことを主張することができる。

４．ＡのＢに対する甲土地の売買契約の意思表示について法律行為の要素に錯誤があった場合

でも，Ａに自らの錯誤を理由としてその意思表示の無効を主張する意思がないときには，Ｂ

は，Ａの意思表示の無効を主張することはできない。

〔第２問〕（配点：２）

代理に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から

５までのうちどれか。（解答欄は，［№２］）

ア．Ａの代理人として土地を購入する権限を与えられたＢが，Ｃとの間で甲土地の売買契約を

締結する際に，Ｂの従業員Ｄに命じて甲土地の売買契約書に「Ａの代理人Ｂ」という署名を

させた場合でも，ＡＣ間に売買契約の効力が生ずる。

イ．Ａの代理人として土地を購入する権限を与えられたＢが，Ａの許諾を得て復代理人Ｃを選

任し，ＣがＤとの間で甲土地の売買契約を締結した場合，ＣがＤに対しＡのために売買契約

を締結することを示しただけで，自らが代理人Ｂによって選任された復代理人であることを

示さなかったときは，ＡＤ間に売買契約の効力は生じない。

ウ．Ａの代理人として土地を購入する権限を与えられたＢが，ＣのＢに対する詐欺により，Ａ

のためにすることを示してＣとの間で甲土地の売買契約を締結した場合，Ａは，その売買契

約を取り消すことができない。

エ．Ａの代理人として土地を購入する権限を与えられたＢが，Ｃから甲土地を売却する権限を

与えられてＣの代理人にもなり，Ａ及びＣを代理してＡＣ間の甲土地の売買契約を締結した

場合，Ｂが双方代理であることをＡ及びＣの双方にあらかじめ通知したときは，ＡＣ間に売

買契約の効力が生ずる。

オ．Ａの代理人として土地を購入する権限を与えられたＢが，Ａのためにすることを示さずに

Ｃとの間で甲土地の売買契約を締結した場合，ＢがＡのために売買契約を締結することをＣ

が知ることができたときは，ＡＣ間に売買契約の効力が生ずる。
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１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第３問〕（配点：２）

消滅時効の中断に関する次の１から４までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているもの

はどれか。（解答欄は，［№３］）

１．時効期間が経過する前に，被保佐人である債務者が保佐人の同意を得ることなくその債務

を承認した場合，その債権の消滅時効は中断しない。

２．時効期間が経過する前に，債権者が第三者に債権を譲渡し，債務者がその債権の譲渡につ

いて債権の譲受人に対し承諾をした場合，その債権の消滅時効は中断する。

３．時効期間が経過する前に，債務者が債権者の代理人に対し支払猶予の申入れをした場合，

その債権の消滅時効は中断する。

４．時効期間が経過する前に，債務者が債権者に対し債務の承認をした場合，被担保債権につ

いて生じた消滅時効中断の効力を，その債権の物上保証人が否定することは許されない。

〔第４問〕（配点：２）

不動産登記に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№４］）

ア．ＡがＡ所有の甲土地をＢに売却し，その旨の所有権移転登記がされた後，Ｂは，甲土地を

Ｃに売却し，その旨の所有権移転登記がされた。その後，ＡがＢの強迫を理由としてＢに対

する売買の意思表示を取り消した場合，Ａは，Ｃに対し，甲土地の所有権がＡからＢに移転

していないことを主張することができる。

イ．ＡがＡ所有の甲土地をＢに売却し，その旨の所有権移転登記がされた後，Ａは，Ｂの詐欺

を理由としてＢに対する売買の意思表示を取り消した。その後，ＢがＣに甲土地を売却し，

Ｃへの所有権移転登記をした場合，Ａは，Ｃに対し，甲土地の所有権がＢからＡに復帰した

ことを主張することができない。

ウ．Ａは亡Ｂから亡Ｂの所有していた乙土地の遺贈を受けたが，その旨の所有権移転登記をし

ていなかった。その後，亡Ｂの共同相続人の一人であるＣの債権者Ｄが乙土地についてＣの

相続分に相当する持分を差し押さえ，その旨の登記がされた。この場合，Ａは，Ｄに対し，

乙土地の所有権を亡Ｂから取得したことを主張することができる。

エ．ＡがＢ所有の乙土地を占有し，取得時効が完成した場合において，その取得時効が完成す

る前に，Ｃが乙土地をＢから譲り受けると同時に乙土地の所有権移転登記をしたときは，Ａ

は，Ｃに対し，乙土地の所有権を時効取得したことを主張することができる。

オ．ＡがＢ所有の乙土地を占有し，取得時効が完成した場合において，その取得時効が完成す

る前に，Ｃが乙土地をＢから譲り受け，その取得時効の完成後にＣが乙土地の所有権移転登

記をしたときは，Ａは，Ｃに対し，乙土地の所有権を時効取得したことを主張することがで

きない。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第５問〕（配点：２）

ＡとＢが各２分の１の割合で共有する甲土地の法律関係に関する次の１から４までの各記述のう

ち，判例の趣旨に照らし誤っているものはどれか。（解答欄は，［№５］）

１．Ａは，甲土地の不法占拠者に対し単独で不法行為に基づく損害賠償を請求することができ

るが，Ａの請求することができる損害賠償の額は，Ａの持分割合に相当する額に限られる。

２．ＡＢ間の合意により甲土地をＡが単独で使用する旨を定めた場合，Ａは，甲土地を単独で

使用することができるが，その使用による利益についてＢに対し不当利得返還債務を負う。

３．Ａが死亡し，その相続人の不存在が確定するとともに，甲土地がＡの特別縁故者に対する

財産分与の対象にもならなかったときは，Ａの有していた甲土地の持分はＢに帰属する。

４．Ａが甲土地の管理費用のうちＢが負担すべき分を立て替えて支払った後，Ｂが甲土地の自

己の持分をＣに譲渡した場合，Ａは，Ｃに対し，その立替金額の支払を請求することができ

る。

〔第６問〕（配点：２）

先取特権に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№６］）

ア．一般の先取特権者は，債務者の財産の中の動産が売却されて買主にその引渡しがされた場

合，債務者が取得する代金債権について，その払渡しの前に差押えをしなくても先取特権を

行使することができる。

イ．動産売買の先取特権者がその代金債権を第三者に譲渡した場合，その先取特権は代金債権

とともに第三者に移転する。

ウ．動産売買先取特権と動産質権が競合する場合，動産質権は動産売買先取特権より先順位と

なる。

エ．不動産の保存行為が完了した後直ちに不動産の保存の先取特権の登記をした場合であって

も，その先取特権は，その登記より前にその不動産について登記された抵当権に先立って行

使することができない。

オ．不動産の工事の先取特権の効力を保存するためには，工事を始める前にその費用の予算額

を登記しなければならない。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ オ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第７問〕（配点：２）

Ａが，Ａ所有の甲動産を占有するＢに対し，所有権に基づく甲動産の引渡請求訴訟を提起したと

ころ，Ｂは，Ａの夫Ｃから質権の設定を受けその質権を即時取得した旨の反論をした。この場合に

関する次の１から４までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものはどれか。（解答欄は，［№

７］）

１．占有者が占有物について行使する権利は，適法に有するものと推定されるから，Ｂは，質

権の即時取得の成立を基礎付ける事実を主張・立証する必要はない。

２．Ｂは，Ｃとの間で質権設定の合意をし，その合意に基づいてＣから甲動産の引渡しを受け

たことを主張・立証する必要がある。

３．Ｂは，質権の被担保債権の発生原因事実を主張・立証する必要はなく，Ａが，質権の被担

保債権の消滅原因事実を主張・立証する必要がある。

４．Ｂは，Ｃに甲動産の所有権がないことについてＢが善意であることを主張・立証する必要

はないが，Ｂに過失がないことを主張・立証する必要がある。
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〔第８問〕（配点：２）

債務不履行による損害賠償に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正し

いものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№８］）

ア．消費貸借の約定利率が法定利率を超える場合，借主が返済を遅滞したときにおける損害賠

償の額は，約定利率により計算される額であり，貸主は，約定利率により計算される額を超

える損害が生じていることを立証しても，その賠償を借主に請求することはできない。

イ．家屋の賃借人が賃貸借契約の終了後もその家屋を賃貸人に返還しない場合，賃貸人は，そ

の賃貸借契約で定められた賃料に相当する額の損害賠償を賃借人に請求することができるが，

賃貸人がその賃貸借契約の終了後に別の者との間でその家屋の賃貸借契約を締結し，その賃

貸借契約で定められた賃料が従前の賃料を上回るときであっても，その新たな賃料に基づく

損害賠償を賃借人に請求することはできない。

ウ．営業用店舗の賃貸人が修繕義務の履行を怠ったために賃借人がその店舗で営業をすること

ができなかった場合，賃借人は，これにより生じた営業利益の喪失による損害の賠償を，債

務不履行により通常生ずべき損害として請求することができるが，賃借人が営業をその店舗

とは別の場所で再開するなどの損害を回避又は減少させる措置を何ら執らなかったときは，

そのような措置を執ることができた時期以降に生じた損害の全ての賠償を請求することはで

きない。

エ．当事者が債務不履行について損害賠償の額を予定している場合，裁判所は，その損害賠償

の予定額を増減することはできず，過失相殺により賠償額を減額することもできない。

オ．当事者が損害賠償の方法について金銭以外の物による旨の合意をしても，その効力は認め

られない。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ エ

〔第９問〕（配点：２）

ＡがＢに対して融資をしていたところ，Ｂがその所有する建物をＢの妻Ｃに贈与し，その旨の所

有権移転登記手続をしたことから，Ａが詐害行為取消訴訟を提起した。この場合に関する次のアか

らオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせたものは，後記１から５ま

でのうちどれか。（解答欄は，［№９］）

ア．Ａは，ＢからＣへの所有権移転登記の抹消登記手続を請求することができるほか，Ｃから

Ａへの所有権移転登記手続を請求することもできる。

イ．Ａは，ＢからＣへの所有権移転登記の抹消登記手続を請求することなく，ＢＣ間の贈与契

約の取消しを請求することができる。

ウ．Ａは，詐害行為の取消しを請求するに際しては，Ｂ及びＣの両方を被告として訴えを提起

しなければならない。

エ．Ａは，ＢＣ間の贈与契約が債権者であるＡを害すること及びそのことをＢ及びＣが知って

いたことを主張・立証しなければならない。

オ．Ａは，ＢＣ間の贈与契約の当時Ｂが無資力であったことを主張・立証すれば足り，詐害行

為取消訴訟の口頭弁論終結時までにＢの資力が回復したことは，Ｃが主張・立証しなければ

ならない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ
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〔第10問〕（配点：２）

相殺に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた

ものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№10］）

ア．ＡのＢに対する甲債権が差し押さえられた後，ＢがＡに対する乙債権を取得した場合，Ｂ

は，乙債権を自働債権として甲債権と相殺することができる。

イ．賃貸人が賃料の不払を理由として賃貸借契約を解除した後，賃借人が解除後に存在を知っ

た賃貸人に対する債権と賃料債務を相殺により消滅させたとしても，賃貸借契約の解除の効

力には影響がない。

ウ．継続的契約の当事者が，その契約が終了したときに債権債務が残っていた場合は相殺する

ことをあらかじめ合意していたとしても，その合意は無効である。

エ．債権が不法行為によって生じたときは，その債権者は，その債権を自働債権として相殺す

ることができる。

オ．注文者は，請負人に対する目的物の瑕疵の修補に代わる損害賠償債権を自働債権として，

請負人の注文者に対する報酬債権と相殺することはできない。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第11問〕（配点：２）

ＡがＡ所有の宝石を代金１００万円でＢに売却した際，その宝石の代金債務と宝石の引渡債務の

履行期を同一とすることがＡＢ間で合意された。この事例に関する次のアからオまでの各記述のう

ち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。

（解答欄は，［№11］）

ア．Ａ及びＢが各自の債務を履行した後に，第三者Ｃの詐欺を理由としてＢがＡＢ間の売買契

約を取り消した場合，ＡのＢに対する宝石代金の返還債務とＢのＡに対する宝石の返還債務

とは，同時履行の関係にある。

イ．ＡがＢに対する宝石の代金債権を第三者Ｄに譲渡してＢにその旨を通知した後，Ｂが遅滞

なく異議を述べなかった場合，Ｂは，Ｄからの宝石代金の支払請求に対し，同時履行の抗弁

権を行使することができない。

ウ．ＡがＢに対して別の貸金債務を負っている場合，ＢのＡに対する宝石の代金債務について

その履行期が到来しても，Ａは，ＡのＢに対する宝石の引渡債務について弁済又はその提供

をしていないときは，ＡのＢに対する宝石の代金債権とＢのＡに対する別の貸金債権とを対

当額で相殺することができない。

エ．ＡがＢに対して宝石代金の支払を求める訴えを提起した場合，Ｂの同時履行の抗弁が認め

られるときは，Ａの請求は全部棄却される。

オ．ＢがＡに対して宝石の引渡債務の履行遅滞に基づく損害賠償を求める訴えを提起した場合，

Ｂが宝石の代金債務の弁済の提供をしていないときは，Ｂの請求は全部棄却される。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ
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〔第12問〕（配点：２）

賃貸借及び使用貸借に関する次の１から４までの各記述のうち，使用貸借にのみ当てはまるもの

はどれか。なお，本問において，賃貸借の賃貸人及び使用貸借の貸主は，いずれも「貸主」といい，

賃貸借の賃借人及び使用貸借の借主は，いずれも「借主」という。（解答欄は，［№12］）

１．借主は，目的物の通常の必要費を負担する。

２．借主は，契約又はその目的物の性質によって定まった用法に従い，目的物の使用及び収益

をしなければならない。

３．貸主が死亡した場合，契約は当然に終了する。

４．借主は，契約が終了した場合，目的物を原状に復さなければならないが，借主が目的物に

附属させた物を収去するには，貸主の同意を得る必要がある。

〔第13問〕（配点：２）

請負人の瑕疵担保責任に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせ

たものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№13］）

ア．仕事の目的物の引渡しを要する場合において，その引渡しの時に目的物の瑕疵が明らかで

あったときは，請負人は瑕疵担保責任を負わない。

イ．仕事の目的物に瑕疵がある場合，注文者は，その瑕疵の修補に代えて，又はその修補とと

もに，損害賠償の請求をすることができる。

ウ．仕事の目的物の瑕疵が注文者の供した材料の性質又は注文者の与えた指図によって生じた

場合，請負人は，その材料又は指図が不適当であることを知りながら注文者に告げなかった

ときを除き，瑕疵担保責任を負わない。

エ．仕事の目的物に瑕疵がある場合において，その瑕疵を修補することが不能であるときは，

注文者は，請負契約を解除することができる。

オ．仕事の目的物の引渡しを要しない場合，請負人の瑕疵担保責任の存続期間は，その仕事が

終了した時から起算する。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ オ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第14問〕（配点：２）

婚姻が解消した場合の法律関係に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合

わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№14］）

ア．婚姻によって氏を改めた者は，婚姻が夫婦の一方の死亡によって解消した場合であるか離

婚によって解消した場合であるかを問わず，婚姻前の氏に戻るが，法定の期間内に届出をす

れば，婚姻が解消した際に称していた氏を称することができる。

イ．婚姻が離婚により終了した場合には，姻族関係は当然に終了するが，婚姻が夫婦の一方の

死亡により終了した場合には，姻族関係は生存配偶者が姻族関係を終了させる意思を表示し

たときに限り終了する。

ウ．婚姻中の夫婦の間に生まれた子が未成年であるときは，協議上の離婚の際に，父母の一方

を親権者と定めなければならず，この定めについては，家庭裁判所の許可を要しない。

エ．婚姻が離婚により終了した場合には，配偶者の財産分与請求権が認められ，また，婚姻が

夫婦の一方の死亡により終了した場合には，生存配偶者の相続権が認められるが，判例によ

れば，配偶者について認められるこれらの権利は，内縁関係にある者についても類推して認

められる。

オ．判例によれば，協議上の離婚をした夫婦の一方は，相手方に対し財産の分与を請求した場

合には，相手方に対し慰謝料を請求することはできない。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第15問〕（配点：２）

遺贈に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか。（解答欄は，［№15］）

ア．遺贈は，相続人に対してすることができない。

イ．包括遺贈を受けた者は，相続財産に属する債務を承継する。

ウ．受遺者が遺言者より先に死亡した場合は，遺言者が遺言において別段の意思を表示してい

ない限り，受遺者の相続人が遺贈を受ける権利を相続する。

エ．遺言者が遺言において別段の意思を表示していない限り，受遺者は，遺贈の履行を請求す

ることができる時から果実を取得する。

オ．遺贈の承認及び放棄は，撤回することができない。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．エ オ
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［商法］

〔第16問〕（配点：２）

株式会社の発起人の責任に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解

答欄は，［№16］）

１．発起人の一人からの財産引受けに係る契約が締結された場合において，会社の成立の時にお

けるその目的財産の価額が定款に記載された価額に著しく不足するときは，その財産引受けに

関する事項について裁判所が選任した検査役の調査を経たときでも，他の発起人は，会社に対

し，その不足額を支払う義務を負う。

２．募集設立において発起人の一人が現物出資をした場合において，会社の成立の時における現

物出資財産の価額が定款に記載された価額に著しく不足するときでも，他の発起人は，その職

務を行うについて注意を怠らなかったことを証明したときは，会社に対し，その不足額を支払

う義務を負わない。

３．発起人がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があったことにより第三者に生じた損

害を賠償する責任を負うときは，総株主の同意によっても，これを免れることができない。

４．会社が成立しなかった場合において，発起人がその職務を行うについて注意を怠らなかった

ことを証明したときは，その発起人は，会社の設立に関して支出した費用を負担しない。

５．発起人が会社の設立についてその任務を怠り，これによって会社に損害を生じさせた場合に

おいて，その会社について設立を無効とする判決が確定したときは，その発起人は，会社に対

し，損害を賠償する責任を負わない。

〔第17問〕（配点：２）

株式会社は，株主を，その有する株式の内容及び数に応じて，平等に取り扱わなければならない

ものとされている。株式会社に関する次の１から５までの各規律のうち，この原則の例外としてふ

さわしくないものはどれか。（解答欄は，［№17］）

１．会社がその発行する株式を引き受ける者の募集において株主に株式の割当てを受ける権利を

与える場合に，割当てを受ける募集株式の数に１株に満たない端数があるときは，これを切り

捨てるものとする。

２．会社は，一定の数の株式をもって株主が株主総会において１個の議決権を行使することがで

きる１単元の株式とする旨を定款で定めることができる。

３．会社は，既存の株式とは別に，剰余金の配当に関する優先株式を新たに発行し，既存の株式

の株主に優先して優先株式の株主に剰余金の配当をすることができる。

４．定款に別段の定めがない限り，取締役に対し株主総会の招集を請求した株主の有する議決権

が総株主の議決権の１００分の３に満たないときは，取締役は，その請求を拒むことができる。

５．会社法上の公開会社でない会社は，残余財産の分配を受ける権利に関する事項について，株

主ごとに異なる取扱いをする旨を定款で定めることができる。



- 10 -

〔第18問〕（配点：２）

株式が２以上の者の共有に属する場合に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているも

のを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№18］）

ア．判例によれば，その株式に係る権利を行使する者を指定するときは，持分の価格に従いその

過半数をもってこれを決することができる。

イ．判例によれば，その株式に係る権利を行使する者を指定し，会社に通知した場合でも，株主

総会の決議事項について共有者の間に意見の相違が生じたときは，その指定された者は，自己

の判断に基づき議決権を行使することができない。

ウ．その株式に係る権利を行使する者の指定及び会社に対する通知を欠くときは，会社が株式の

共有者に対してする通知又は催告は，そのうちの１人に対してすれば足りる。

エ．判例によれば，その株式に係る権利を行使する者の指定及び会社に対する通知を欠く場合に

は，共有者全員が議決権を共同して行使するときでも，会社から議決権の行使を認めることは

許されない。

オ．判例によれば，株式を２以上の者が共同して相続し，そのうちの１人が共有者として株主総

会決議不存在確認の訴えを提起する場合において，その株式に係る権利を行使する者の指定及

び会社に対する通知を欠くときは，特段の事情がない限り，原告適格は認められない。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．エ オ

〔第19問〕（配点：２）

株主総会の招集に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか。なお，いわゆる全員出席総会が成立する場合及び招集手続の省略

について株主全員の同意がある場合は，考慮しないものとする。（解答欄は，［№19］）

ア．取締役会設置会社でない会社においては，株主総会に出席しない株主が書面又は電磁的方法

によって議決権を行使することができる旨を定めない場合には，株主総会の目的である事項を

定めたときでも，その事項を招集通知に記載することを要しない。

イ．取締役会設置会社においては，会社法上の公開会社であるか否かにかかわらず，株主総会の

招集通知は，株主総会の日の２週間前までに発しなければならない。

ウ．会社法上の公開会社においては，株主総会の招集通知は，口頭ですることができない。

エ．大会社においては，株主総会の招集に際して，株主総会に出席しない株主が書面によって議

決権を行使することができる旨を定めなければならない。

オ．連結計算書類を作成しなければならない会計監査人設置会社においては，定時株主総会の招

集通知に際して，株主に対し，連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告を提供しなけれ

ばならない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ
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〔第20問〕（配点：２）

取締役会に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか。（解答欄は，［№20］）

ア．会社は，取締役会の日の３日前までに取締役会の招集通知を発する旨を定款で定めることが

できる。

イ．取締役会の招集権者を定めるときは，定款でこれを定めなければならない。

ウ．取締役会においては，その招集に際して定められた取締役会の目的である事項以外の事項に

ついても決議することができる。

エ．定款に取締役の員数及び取締役会の決議要件についての定めがなく，３人の取締役がいる場

合において，２人の取締役が取締役会の決議について特別の利害関係を有するときは，その取

締役会の決議は，行うことができない。

オ．監査役設置会社の株主は，取締役が会社の目的の範囲外の行為をするおそれがあると認める

ときは，取締役会の招集を請求することができる。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第21問〕（配点：２）

取締役に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１か

ら５までのうちどれか。（解答欄は，［№21］）

ア．特別取締役のうち，少なくとも１人は，社外取締役でなければならない。

イ．代表取締役は，３か月に１回以上，自己の職務の執行の状況を取締役会に報告しなければな

らないが，あらかじめ他の取締役の全員に対して取締役会に報告すべき事項を通知したときは，

取締役会への報告を省略することができる。

ウ．取締役が自己のために会社とした取引によって会社に損害が生じたときは，その取締役は，

任務を怠ったことがその取締役の責めに帰することができない事由によるものであることを証

明しても，その取引に係る任務懈怠責任を免れることができない。

エ．監査役設置会社においては，取締役が法令に違反する行為をするおそれがある場合でも，そ

の行為によって会社に著しい損害が生ずるおそれがあるときでなければ，監査役は，その取締

役に対し，その行為をやめることを請求することができない。

オ．社外取締役を株主総会の決議によって解任するには，正当な理由がなければならない。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第22問〕（配点：２）

監査役会設置会社の監査役に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせ

たものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№22］）

ア．監査役会は，２人以上の常勤監査役を選定することができる。

イ．監査役が４人いるときは，少なくとも２人は，社外監査役でなければならない。

ウ．監査役が４人いる場合において，監査役会に出席した監査役が３人いるときは，そのうち２

人の賛成により監査役会の決議が成立する。

エ．会社は，監査役が監査役会の決議の目的である事項について提案をした場合において，その

提案につき監査役の全員が書面により同意の意思表示をしたときは，その提案を可決する旨の

監査役会の決議があったものとみなす旨を定款で定めることができる。

オ．監査役を解任する株主総会の決議は，定款に別段の定めがない限り，議決権を行使すること

ができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し，出席した当該株主の議決権の過半数を

もって行う。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ オ ４．ウ エ ５．ウ オ
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〔第23問〕（配点：２）

株式会社の資本金に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№23］）

ア．資本金の額は，会社の財産の増減と連動して増減する。

イ．資本金は，貸借対照表において，資産の部に計上される。

ウ．募集株式の発行に際して，株主となる者が会社に対して払込み又は給付をした財産の額の２

分の１を超えない額を資本金として計上しないときは，資本金として計上しない額は，利益準

備金として計上しなければならない。

エ．自己株式の処分により，資本金の額は増加しない。

オ．資本金の額の減少は，債権者異議手続が終了していないときは，その効力を生じない。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第24問〕（配点：２）

持分会社に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか。（解答欄は，［№24］）

ア．法人は，持分会社の社員となることができない。

イ．社員が無限責任社員又は有限責任社員のいずれであるかは，定款の絶対的記載事項である。

ウ．有限責任社員は，信用を出資の目的とすることができる。

エ．合名会社は，計算書類を作成する必要はない。

オ．合資会社の有限責任社員が退社したことによりその会社の社員が無限責任社員のみとなった

ときは，その会社は，合名会社となる定款の変更をしたものとみなされる。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ エ

〔第25問〕（配点：２）

株式会社を各当事会社とする合併において，合併比率の不公正は合併無効の訴えに係る無効原因

とはならないという見解がある。次のアからオまでの各記述のうち，この見解の論拠としてふさわ

しくないものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№25］）

ア．合併比率の算定に当たっては，多くの事情を勘案しなければならず，その算定の方式にも種

々のものがある。

イ．株主総会の決議の方法が法令又は定款に違反するときは，その違反は，その決議の取消事由

となる。

ウ．反対株主は，原則として，会社に対し，株式買取請求権を行使することができる。

エ．会社は，原則として，一定の期間内に異議を述べた債権者に対し，弁済し，又は相当の担保

を提供しなければならない。

オ．株主総会の特別決議があれば，募集株式を引き受ける者に特に有利な払込金額で募集株式を

発行することができる。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ
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〔第26問〕（配点：２）

会社関係訴訟に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答

欄は，［№26］，［№27］順不同）

１．株主代表訴訟を提起した株主は，株式交換によりその訴訟の係属中に株主でなくなった場合

でも，その対価として株式交換完全親会社の株式を取得したときは，原告適格を失わない。

２．会社法上の公開会社において，株主代表訴訟を提起することができる株主は，６か月前から

引き続き株式を有している必要があるが，この期間は，定款の定めにより伸長することができ

る。

３．株主代表訴訟は，退任後の取締役を被告として提起することができない。

４．取締役を選任した株主総会決議の取消しの訴えは，その取締役を被告として提起することが

できる。

５．判例によれば，株主は，自己に対する株主総会の招集手続に瑕疵がない場合でも，他の株主

に対する招集手続に瑕疵があるときは，そのことを理由として，株主総会決議の取消しの訴え

を提起することができる。

〔第27問〕（配点：２）

個人商人（小商人に当たる者を除く。）に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいもの

を組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№28］）

ア．未成年者は，商人となることができない。

イ．商人は，複数の商号を登記することができない。

ウ．商人は，営業とともにする場合でなければ，商号を譲渡することができない。

エ．登記した商号の譲渡は，その登記をしなければ，第三者に対抗することができない。

オ．商人は，その営業のために使用する財産について，適時に，正確な会計帳簿及び貸借対照表

を作成しなければならない。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第28問〕（配点：２）

個人商人及び商行為に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせた

ものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№29］）

ア．商人である隔地者の間において承諾の期間を定めないで契約の申込みを受けた者が相当の期

間内に承諾の通知を発しなかったときは，その申込みは，効力を失う。

イ．保証人がある場合において，債務が主たる債務者の商行為によって生じたものであるとき

は，主たる債務者及び保証人が各別の行為によって債務を負担したときでも，その債務は，各

自が連帯して負担する。

ウ．商人がその営業の範囲内において他人のために行為をしたときは，その他人が商人であるか

否かにかかわらず，相当な報酬を請求することができる。

エ．商行為によって生じた債務に係る債権が指図債権である場合でも，その債務の履行をすべき

場所がその行為の性質又は当事者の意思表示によって定まらないときは，その債務の履行は，

債権者の現在の営業所においてしなければならない。

オ．商人間の売買において，買主がその目的物の受領を拒んだために売主が相当の期間を定めて

催告をした後にその物を競売に付したときは，売主は，遅滞なく，買主に対してその旨の通知

を発しなければならず，これを怠ったときは，その競売は，無効となる。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第29問〕（配点：２）

約束手形の流通に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているもの

を組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№30］）

ア．Ａが商取引の裏付けなく専ら手形を利用してＢに金融を得させることを目的としてＢに手形

を振り出した場合において，ＢがＣにこれを裏書譲渡したときは，Ｃがそのような手形振出し

の目的を知ってその手形を取得したときでも，Ａは，そのことを理由として，Ｃに対して手形

金の支払を拒むことができない。

イ．手形を善意取得した者は，その手形について除権決定があったときは，その手形に表章され

た手形上の権利を失う。

ウ．ＡがＢに振り出した手形が白地手形であって，Ｂが白地の補充をしないままこれをＣに裏書

譲渡した場合において，ＣがＡ・Ｂ間であらかじめされた白地の補充に関する合意と異なる補

充をしたときは，Ｃが善意でかつ重大な過失がないときでも，Ａは，その白地の補充に関する

合意に反することをもってＣに対抗することができる。

エ．手形の裏書欄の記載事項のうち被裏書人欄の記載のみが抹消されたときは，その裏書は，裏

書の連続の関係では，白地式裏書となる。

オ．ＡがＢに振り出した手形をＢがＣに裏書譲渡し，これをＣが更にＤに裏書譲渡した場合にお

いて，ＡがＢに対する人的抗弁を善意のＣに対して対抗することができないときは，Ｄがその

人的抗弁の存在を知ってその手形を取得したときでも，Ａは，Ｄに対してその人的抗弁を対抗

することができない。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第30問〕（配点：２）

約束手形の支払に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選びなさい。

（解答欄は，［№31］，［№32］順不同）

１．振出人が期限の利益を放棄して支払をすべき日より前に手形金の支払をしようとするとき

は，所持人は，その支払を拒むことができる。

２．振出人が支払をすべき日に手形金の一部の支払をしようとするときは，所持人は，その支払

を拒むことができる。

３．振出人は，支払をすべき日に手形金の支払をするに当たり，裏書の連続の整否を調査する義

務を負うが，裏書人の署名を調査する義務を負わない。

４．振出人は，所持人が支払をすべき日又はこれに次ぐ２取引日内に支払のために手形を呈示し

ないときでも，所持人に対する手形金の支払義務を免れない。

５．確定日払の手形の振出人は，所持人が支払のために手形を呈示しないときでも，支払をすべ

き日に支払をしない限り，同日以後の利息を支払わなければならない。
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［民事訴訟法］

〔第31問〕（配点：２）

送達に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものはどれか。

（解答欄は，［№33］）

１．原告が被告の住所を知りながらこれを不明としてした申立てに基づき訴状等の公示送達が

実施されたため，被告が訴え提起の事実を知らないまま被告敗訴の第一審判決が下され，そ

の後，控訴期間を徒過した場合には，当該被告は，控訴を追完することができる。

２．被告の住所宛てに郵便に付する送達ができる場合において，訴状等を書留郵便で発送すれ

ば，書留郵便の保管期間満了により訴状等が裁判所に返戻されても，訴訟係属の効果には影

響がない。

３．被告のクレジットカードを無断で使用した被告の同居の妻が，当該使用に係る立替金請求

訴訟の訴状等が被告の住所において送達された際，被告不在のため，被告に代わってこれを

受領した後に隠匿したことにより，被告が訴え提起の事実を知らないまま被告敗訴の第一審

判決が下され，これが確定したときは，当該判決に対して再審の訴えを提起することができ

る。

４．裁判所書記官は，その所属する裁判所の事件について出頭した者に対しては，自ら送達を

することができる。

５．訴訟代理人を選任している被告につき，第一審判決正本を，当該訴訟代理人ではなく被告本

人に送達することは違法である。

〔第32問〕（配点：２）

訴訟能力，法定代理人及び法人の代表者に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣

旨に照らし正しいものを２個選びなさい。（解答欄は，［№34］，［№35］順不同）

１．成年被後見人が意思能力のある状態で離婚の訴えを提起した場合，この訴え提起は無効で

あり，補正命令の対象となる。

２．被保佐人が相手方の提起した控訴につき控訴棄却を求める答弁をするには，保佐人又は保

佐監督人の同意を要しない。

３．未成年者を被告とする訴状等を当該未成年者宛てに送達し，未成年者本人がこれを受領し

た場合，その後，法定代理人が追認したとしても，法定代理人に対し更にこれを送達しなけ

ればならない。

４．株式会社の代表取締役の職務の執行を停止し，その職務を代行する者を選任する旨の仮処

分が発令されている場合，その取締役を選任した株主総会決議が無効であることの確認を請

求する本案訴訟において，当該株式会社を代表すべき者は，当該職務を代行する者である。

５．法定代理人の無権代理行為の瑕疵を看過してなされた本案判決が確定した場合，訴訟能力を

取得した本人がこの判決の存在を知った日から３０日を経過した後は，再審の訴えを提起する

ことができない。
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〔第33問〕（配点：２）

法人でない社団に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものは

どれか。（解答欄は，［№36］）

１．法人でない社団が，団体としての固定資産ないし基本的財産を有しない場合，当該団体に

当事者能力が認められる余地はない。

２．ある土地が法人でない社団の所有に属することの確認を求める訴えにつき，当該団体が原

告となり認容判決を得る余地はない。

３．ある土地が法人でない社団の構成員全員の総有に属することの確認を求める訴えにつき，

当該団体が原告となる余地はない。

４．法人でない社団の旧代表者の個人名義で登記されている不動産に関し，代表者の交代に伴

い，新代表者の個人名義への所有権移転登記手続を求める訴えにつき，新代表者が原告とな

る余地はない。

５．法人でない社団を債務者とする金銭債権を表示した債務名義を有する債権者が，当該団体の

代表者の個人名義で登記された不動産に対して強制執行をする余地はない。

〔第34問〕（配点：２）

訴訟費用に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答欄は，

［№37］，［№38］順不同）

１．裁判所は，終局判決において，当事者の申立てがなくても，訴訟費用の負担について裁判

をしなければならない。

２．訴訟費用の負担の裁判の対象となる訴訟費用には，当事者が任意で選任した訴訟代理人で

ある弁護士に対して支払う報酬も含まれる。

３．訴訟上の救助の決定は，申立て又は職権ですることができる。

４．訴訟費用は，敗訴の当事者が負担するのが原則であるが，裁判所は，事情により，勝訴の

当事者に，その権利の伸張又は防御に必要でない行為によって生じた訴訟費用の全部又は一

部を負担させることができる。

５．当事者が裁判所において和解をした場合における和解の費用は，その負担について特別の

定めをしなかったときは，当事者双方が半分ずつ平等に負担する。

〔第35問〕（配点：２）

ＸはＹに対して，甲土地の所有権確認を求める訴え（以下「本件訴え」という。）を提起した。

この場合に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものはどれか。（解

答欄は，［№39］）

１．訴状の請求の趣旨欄に「『Ｘが甲土地の所有権を有することを確認する。』との判決を求め

る。」との記載があれば，請求の原因欄に甲土地の所有権の取得原因事実の記載がなくても，

そのことは訴状の補正を命じる理由にはならない。

２．ＸがＹに対して甲土地の所有権に基づきその返還を請求することができるときは，甲土地

についてのＸの所有権を確認する訴えの利益を認めることはできない。

３．Ｘが，甲土地の所有権の取得原因として，Ａの元所有，Ｘの父ＢによるＡからの買受け，

Ｂの死亡による相続を主張し，Ｙが，Ａの元所有は認めつつ，その後のＸの所有権の取得の

経緯を単純否認した。この場合，裁判所が証拠調べの結果に基づいて，Ａから甲土地を買い

受けたのはＢではなくＹであることを理由としてＸの請求を棄却することはできない。

４．本件訴えについて，Ｘの請求を棄却する判決が確定した後に，Ｙが，Ｘに対して，Ｙが甲

土地の所有権を有することの確認を求める訴えを提起した場合，当該判決の既判力の作用に

より，Ｘは，Ｙが甲土地の所有権を有することを争うことができない。
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５．本件訴えについて，Ｘの請求を棄却する判決が確定した後に，甲土地を占有するＹがＺに対

しその占有を移転したため，ＸがＺに対し，所有権に基づく甲土地の明渡しを請求することは，

当該判決の既判力により妨げられない。

〔第36問〕（配点：２）

訴えの利益に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものは

どれか。（解答欄は，［№40］）

１．新株予約権の募集事項の決定につき株主総会決議を要する場合において，当該決議の取消

訴訟が係属中に当該新株予約権が発行されたとしても，当該訴えの利益は失われない。

２．共同相続人間において具体的相続分についてその価額又は割合の確認を求める訴えは，確

認の利益が欠ける。

３．確定した給付判決が存在しても，時効中断のため他に方法がないときには，同一訴訟物に

つき再度給付の訴えを提起する利益が認められる。

４．物の引渡しが執行不能となる場合に備えての代償請求は，将来の給付の訴えとしてその利

益が認められる。

５．ある財産が特別受益財産であることの確認を求める訴えは，確認の利益が欠ける。

〔第37問〕（配点：２）

賃貸人が自己所有の建物を賃借人に賃貸していたところ，賃借人の無断転貸の事実が判明した

ため，賃貸人が原告となり，賃借人に対しては無断転貸による解除を理由とする賃貸借契約の終

了に基づく建物明渡しを，転借人に対しては所有権に基づく建物明渡しを，それぞれ求める訴え

を併合提起した。この訴訟（以下「本訴」という。）について，次の１から５までの各記述のうち，

判例の趣旨に照らし誤っているものはどれか。（解答欄は，［№41］）

１．訴状等を受領した転借人が最初の口頭弁論期日に答弁書その他の準備書面を提出しないで

欠席したときは，裁判所は，弁論を分離し，転借人に対する建物明渡請求を認容する判決を

することができる。

２．賃借人が取調べを申し出た証人が，賃貸人が転貸借について承諾した事実を証言したとき

は，当該証言は，転借人に対する建物明渡請求についても，転借人の援用を要することなく

証拠資料となる。

３．訴訟代理人によって代理されていない賃借人が訴訟の係属中に死亡したときは，転借人に

対する建物明渡請求訴訟も中断する。

４．賃貸人は，本訴提起に先立ち，転借人が建物の占有を他に移転することに備えて，転借人

に対し，占有移転禁止の仮処分を申し立てることができる。

５．賃借人に対する建物明渡請求において，賃借人の転貸借が賃貸人に対する背信的行為と認め

るに足りない特段の事情があることを基礎付ける事実は，賃借人が主張立証責任を負う。
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〔第38問〕（配点：２）

Ｘは，Ｙに対し，Ｙの代理人Ｚとの間で，Ｙが所有する甲土地の売買契約を締結したと主張し

て，売買契約に基づき甲土地の所有権移転登記手続を求める訴えを提起した。この場合において，

次のアからオまでのＹの各陳述のうち，当該訴えの請求原因に対する抗弁となり得るものを組み

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№42］）

ア．Ｙは，Ｚに対して，代理権を授与したことはない。

イ．ＹがＺに対して授与した代理権は，甲土地について賃貸借契約を締結することについての

ものである。

ウ．ＸとＺとの間で甲土地の売買契約が締結される前に，ＹとＺとの合意によりＺへの授権は

撤回されている。

エ．甲土地の売買契約に係るＺの意思表示は，ＸのＺに対する詐欺に基づいてされたものであ

るので，これを取り消す。

オ．Ｚが甲土地についての売買契約を締結した相手方は，Ｘではなく，Ｘの息子であるＡであ

る。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ エ

〔第39問〕（配点：２）

裁判上の自白に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答

欄は，［№43］，［№44］順不同）

１．貸金返還請求訴訟において，被告が原告の主張する額の金銭の受領を認める旨の陳述をし

たときは，金銭消費貸借契約締結の事実につき裁判上の自白が成立する。

２．貸金返還請求訴訟の原告本人尋問において，被告が抗弁として主張する弁済の事実を原告

が認める旨の供述をしたときは，弁済の事実につき裁判上の自白が成立する。

３．親子関係不存在確認の訴えにおいて，被告が，子の懐胎が可能である時期に両親が別居し

ていたとの原告の主張を認める旨の陳述をしたときは，この事実につき裁判上の自白が成立

する。

４．所有権に基づく建物明渡請求訴訟において，被告が原告との間で当該建物の賃貸借契約を

締結した旨の抗弁を主張し，原告がこれを認める旨の陳述をしたときは，賃貸借契約締結の

事実につき裁判上の自白が成立する。

５．所有権に基づく建物明渡請求訴訟において，原告が自ら進んで被告との間で当該建物の賃貸

借契約を締結した旨の陳述をしたときは，これを被告が援用すれば，賃貸借契約締結の事実に

つき裁判上の自白が成立する。

〔第40問〕（配点：２）

争点及び証拠の整理手続に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解

答欄は，［№45］）

１．当事者は，口頭弁論において，準備的口頭弁論の結果を陳述しなければならない。

２．裁判所は，事件を書面による弁論準備手続に付するに当たり，当事者の意見を聴かなけれ

ばならない。

３．弁論準備手続期日において，証人の採否の決定及び証人尋問をすることができる。

４．裁判所は，弁論準備手続の期日を公開しなければならない。

５．書面による準備手続においては，いわゆる電話会議システムを利用することができない。
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〔第41問〕（配点：２）

直接主義に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを２

個選びなさい。（解答欄は，［№46］，［№47］順不同）

１．裁判所は，裁判官が代わった場合において，当事者の申出があるときは，裁判官が代わる

前に尋問した当事者本人について，その尋問をしなければならない。

２．合議体の審理をその構成員である裁判官の一人が単独裁判官として引き続き審理をすると

きは，弁論の更新手続は必要ないが，単独裁判官の審理をその裁判官を含む合議体として引

き続き審理をするときは，弁論の更新手続が必要である。

３．弁論の更新手続をしないままされた判決は，法律に従って判決裁判所を構成しなかったも

のとして，最高裁判所に対する上告の理由となる。

４．控訴審において，第一審で尋問した証人につき当事者が尋問を求めた場合，これを認めな

くても，直接主義の要請に反しない。

５．裁判官が代わった後の口頭弁論期日に当事者の一方が欠席した場合，裁判所は，出頭した他

方の当事者に，当事者双方に係る従前の口頭弁論の結果を陳述させて，弁論の更新手続をする

ことはできない。
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〔第42問〕（配点：２）

文書提出命令に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。（解答欄は，

［№48］）

１．民事訴訟法第２２０条第４号に掲げる場合であることを文書の提出義務の原因とする文書

提出命令の申立ては，書証の申出を文書提出命令の申立てによってする必要がある場合でな

ければ，することができない。

２．文書提出命令の申立てをする場合において，文書の表示又は文書の趣旨を明らかにするこ

とが著しく困難であるときは，その申立ての時においては，これらの事項に代えて，文書の

所持者がその申立てに係る文書を識別することができる事項を明らかにすれば足りる。

３．裁判所は，第三者に対して文書の提出を命じようとする場合には，その第三者を審尋しな

ければならない。

４．裁判所は，文書提出命令の申立てに係る文書が公務員の職務上の秘密に関する文書でその

提出により公共の利益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがあるものに該

当するかどうかの判断をするためには，いわゆるインカメラ手続を採ることはできない。

５．判例によれば，第三者に対してされた文書提出命令に対し，文書提出命令の申立人ではな

い本案訴訟の当事者は，即時抗告をすることができない。

（参照条文）民事訴訟法

（文書提出義務）

第２２０条 次に掲げる場合には，文書の所持者は，その提出を拒むことができない。

一～三 （略）

四 前３号に掲げる場合のほか，文書が次に掲げるもののいずれにも該当しないとき。

イ 文書の所持者又は文書の所持者と第１９６条各号に掲げる関係を有する者について

の同条に規定する事項が記載されている文書

ロ 公務員の職務上の秘密に関する文書でその提出により公共の利益を害し，又は公務

の遂行に著しい支障を生ずるおそれがあるもの

ハ 第１９７条第１項第２号に規定する事実又は同項第３号に規定する事項で，黙秘の

義務が免除されていないものが記載されている文書

ニ 専ら文書の所持者の利用に供するための文書（国又は地方公共団体が所持する文書

にあっては，公務員が組織的に用いるものを除く。）

ホ 刑事事件に係る訴訟に関する書類若しくは少年の保護事件の記録又はこれらの事件に

おいて押収されている文書

〔第43問〕（配点：２）

補助参加に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを２個選びなさ

い。（解答欄は，［№49］，［№50］順不同）

１．当事者が補助参加の申出について異議を述べないときは，補助参加人は，参加の理由を疎

明する必要がない。

２．補助参加人の訴訟行為は，補助参加を許さない裁判が確定した場合には，当事者が援用してもそ

の効力を有しない。

３．原告側に補助参加をした補助参加人は，訴えの取下げをすることができない。

４．補助参加人への第一審判決正本の送達の日から２週間以内であれば，その前に被参加人が

控訴を提起することのないまま控訴期間が経過していたとしても，補助参加人は，控訴を提

起することができる。

５．貸主の借主に対する貸金返還請求訴訟において，保証人が借主側に補助参加した場合，借主
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が，参加申出よりも前に，請求原因事実の一部を自白し，これを撤回することができない場合

であっても，保証人はその自白に係る事実を争うことができる。

〔第44問〕（配点：２）

共同訴訟に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものはど

れか。（解答欄は，［№51］）

１．入会集落の構成員の一部は，入会地についての使用収益権に基づいて，入会地への立入り

を妨害する者に対し，その排除を求める訴えを提起することができる。

２．Ａ及びＢが共有する甲土地について，第三者Ｃに対し，甲土地がＡ及びＢの共有に属する

ことの確認を求める訴えは，Ａが単独で提起することができる。

３．Ａ及びＢが共有する甲土地について，第三者Ｃに対し，Ａが甲土地の共有持分権を有する

ことの確認を求める訴えは，Ａが単独で提起することができる。

４．ＡがＢから甲土地を買い受けた場合において，その所有権移転登記がされる前にＢが死亡

し，Ｃ及びＤがＡに対して所有権移転登記手続をする義務をＢから共同相続したときは，Ａ

は，Ｃ又はＤのいずれか一方を被告としてＢ名義で登記されている甲土地につき所有権移転

登記手続を求める訴えを提起することができる。

５．Ａが所有する甲土地とＢ及びＣの共有に属する乙土地とが筆界（境界）を挟んで隣接する場

合において，Ａが境界確定の訴えを提起するときは，Ｂ及びＣの双方を被告としてこれを提起

しなければならない。

〔第45問〕（配点：２）

裁判に対する不服申立てに関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選

びなさい。（解答欄は，［№52］，［№53］順不同）

１．忌避の申立てを認容する決定に対しては，不服を申し立てることができない。

２．移送の申立てを却下する決定に対しては，不服を申し立てることができる。

３．文書提出義務がないことを理由として文書提出命令の申立てを却下する決定に対しては，

不服を申し立てることができない。

４．補助参加の申出を認める決定に対しては，不服を申し立てることができない。

５．訴訟費用の負担の裁判に対しては，独立して不服を申し立てることができない。


